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序　　　　　文

　インドネシア共和国は、これまで実施してきた開発政策の実施により、国全体としての国民の

生活と福祉の質の向上に成功した一方で、地域間の開発格差が顕在化しています。特に西部と東

部の地域間の開発格差の拡大は深刻であり、東部開発は政府の喫緊の課題となっています。この

ような状況を踏まえ、わが国は東部インドネシアの開発を支援すべく、特に東部インドネシア開

発を牽引する南スラウェシ州において「南スラウェシ州地域開発プログラム」を展開しています。

このプログラムにおいては①地域の開発を牽引する都市の開発、②地域全体のバランスのとれた

開発、③社会開発の促進を3つの柱としています。

　インドネシアの社会開発分野のうち、教育に関して政府は 9年制義務教育の完全普及を重点目

標に掲げていますが、その達成は、特に東部地域においては困難視されています。東部地域の経

済・物流の中心である南スラウェシ州も例外ではなく、前期中等教育の総就学率は76%（2005年）

と全国平均を下回っています。この要因としては、家庭の困窮、地方政府が提供する行政サービ

スと地域住民のニーズの相違等が挙げられます。そのため、包括的な地域開発を通じた貧困削減

の視点に立ち、地域ニーズに即した教育の総合的改善に取り組むことが必要となっています。

　このような背景のもと、インドネシア共和国政府からわが国に対して、南スラウェシ州の前期

中等教育の総合的改善を目的とした技術協力の要請があり、2007年 12月から本「南スラウェシ

州前期中等教育改善総合計画プロジェクト（PRIMA-Pendidikan）」が開始されました。

　今般、本プロジェクトの中間レビューを実施することを目的として、調査団を派遣し、南スラ

ウェシ州政府やその他関係機関とともに、プロジェクトの進捗状況の確認とDAC評価5項目に基

づいた評価、今後の方向性に関する協議を行いました。

　本報告書は、この調査結果を取りまとめたものであり、今後のプロジェクトの実施にあたって

活用されることを願うものです。

　最後に、本調査にご協力いただいた内外の関係者の方々に深い謝意を表するとともに、引き続

き一層のご支援をお願いする次第です。

　平成21年9月

独立行政法人国際協力機構
インドネシア事務所長　坂本　隆
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ジェネポント県ボロ宗教中学校への聞き取
り調査。プロジェクトの開始以降、他の中
学校との交流をもてるようになった。

ワジョ県の県実施チームとの協議。チーム
の活動を運営・管理する能力は徐々に向上
している。

学校に掲示されたプロジェクトのニュース
レター。プロジェクトに関する情報はすべ
て公開されている。

アクションプラン活動で作成した「ヤシの
ほうき」。コミュニティの人々の協力を得て
実施された。

州教育局との協議。モデルの普及には州教
育局のプロジェクトへの積極的な関与が期
待される。

州地方開発企画局、州教育局、宗教局、各
県教育局、プロジェクトチーム、評価団が
参加した最終合同協議。
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Regional Development Planning Board（Badan 
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地域開発企画局

DEKON Deconcentrated Funds 地方政府委託事業予算

FC Field Consultant フィールドコンサルタント
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JSE Junior Secondary Education 前期中等教育
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（Kabupaten/Kota Implementation Team）
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(Lembaga Penjaminan Mutu Pendidikan）
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Pendidikan

Program for the Integrated Plan for Junior 
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南スラウェシ州前期中等教育改善総

合計画プロジェクトの略称。インド

ネシア語で「教育第一」を意味する。

R/D Record of Discussions 討議議事録

REDIP
R e g i o n a l  E d u c a t i o n  D e v e l o p m e n t  a n d 
Improvement Program

地方教育行政改善計画プロジェクト

RPJMN
National Medium Term Development Plan; 
Indonesia （Rencana Pembangunan Jangka 
Menengah Nasional Indonesian）

国家中期開発計画



SISTTEMS
Strengthening In-Service Teacher Training of 
Mathematics and Science Education at Junior 
Secondary Level

前期中等理数科教員研修強化プロ

ジェクト

SMP
Junior Secondary School

（Sekolah Menengah Pertama）
普通中学校

SOfEI Support Office for Eastern Indonesia
東 部 イ ン ド ネ シ ア 支 援 事 務 所 
（世銀）

TPK
Sub-district Education Development Team

（Tim Pengembangan Pendidikan Kecamatan）
郡教育開発チーム

UN National Examination　（Ujian Nasiona） 全国統一試験

注）インドネシア語の頭文字から略称が示されている語に関しては、正式名の（　）内にインドネシア語を併記した。



 

評価調査結果要約表

１　案件の概要

国名：インドネシア共和国
案件名：南スラウェシ州前期中等教育改善総合  
　計画プロジェクト

分野：教育 援助形態：技術協力プロジェクト

所轄部署：インドネシア事務所［マカッサル・
　フィールド・オフィス（MFO）］

協力金額（評価時点１）：1 億 5,406 万 8,000 円

協力期間 :
　2007 年 12 月 1 日～ 2010 年 11 月 30 日

　（3 年間）

先方関係機関：

　教育省、宗教省、南スラウェシ州政府

日本側協力機関：なし

１－１　協力の背景と概要

　インドネシア共和国（以下、「インドネシア」と記す）は、これまで実施してきた開発政策によ

り国全体としての国民の生活と福祉の質の向上に成功した一方、地域間の開発格差が顕在化して

いる。特に西部と東部の間の開発格差の拡大は深刻で、東部開発は政府の喫緊の課題となっている。

　このような状況を踏まえ、わが国は東部インドネシアの開発を支援すべく、特に東部インドネ

シア開発を牽引する南スラウェシ州において「南スラウェシ州地域開発プログラム」を展開して

いる。このプログラムにおいては①地域の開発を牽引する都市の開発、②地域全体のバランスの

とれた開発、③社会開発の促進を 3 つの柱としている。

　インドネシアの社会開発分野のうち、教育に関して政府は 9 年制義務教育の完全普及を重点目

標に掲げているが、その達成は、特に東部地域において困難視されている。南スラウェシ州も例

外ではなく、前期中等教育の総就学率は 76%（2005 年）と全国平均を下回っている。この要因と

しては、家庭の困窮、地方政府が提供する行政サービスと地域住民のニーズの相違等が挙げられ

る。そのため、包括的な地域開発を通じた貧困削減の視点に立ち、地域ニーズに即した教育の総

合的改善に取り組むことが必要となっている。

　わが国はこれまで、インドネシアの教育行政分権化に対する支援として、開発調査「地域教

育開発支援調査」（1998-2004）、技術協力プロジェクト「地方教育行政改善計画プロジェクト」

（2004-2008）等を実施し、地方教育行政がコミュニティや学校の個別ニーズに柔軟に対応できる

よう、コミュニティ・学校が主体となる教育改善モデル［地方教育行政改善計画プロジェクト

（Regional Education Development and Improvement Program：REDIP）モデル］の開発と導入・定着

を支援してきた。

　このような背景のもと、インドネシア政府はわが国政府に対して、南スラウェシ州 3 県におけ

る教育改善モデルの構築を目的とする技術協力を要請し、2007 年 12 月から 3 年間の予定で本「南

スラウェシ州前期中等教育改善総合計画プロジェクト」が開始された。

１－２協力内容

　（1）上位目標

　　　南スラウェシ州の教育分野における運営能力とサービスが向上する。

　（2）プロジェクト目標

　　　対象県において前期中等教育の質・量・マネジメントの総合改善モデルが構築される。

１  2009 年 3 月末時点の実績。事前評価調査に関する経費は含まない。　



　（3）成果

　　　成果 1：前期中等教育への住民参加が促進される。

　　　成果 2：ニーズに適合した学習プロセスにより授業が実施される。

　　　成果 3：対象県と州の教育行政官が教育改善事業を運営管理する能力が形成される。

　（4）投入（評価時点）

　　　日本側：

　　　　短期専門家派遣　　　　  9 名（計 40.72MM）

　　　　研修員受入（青年研修）　9 名

　　　　機材供与　　　　　　　  プロジェクト事務所用機器等

　　　　現地活動費

　　　　ローカルコンサルタント  8 名［フィールドコンサルタント（FC）］

　　　相手国側：

　　　　カウンターパート（C/P）配置

　　　　　州　　　　　　　　　　14 名

　　　　　県実施チーム（KIT）　　42 名（バルー県 12 名、ワジョ県 15 名、ジェネポント県 15 名）

　　　　土地・施設提供

　　　　　州プロジェクト事務所（州教育局内）

　　　　　FC 用県プロジェクト事務所（対象 3 県教育局内）

　　　　ローカルコスト負担

　　　　　モニタリング等に係る経費など

２　評価調査団の概要

調査者

団長・総括 富谷　喜一 JICA インドネシア事務所次長

教　　育 増田　知子 JICA 国際協力専門員 / 人間開発部課題アドバイザー

協力計画 舘山　丈太郎 JICA インドネシア事務所

協力企画 徳丸　周志 JICA マカッサル・フィールド・オフィス企画調査員

評価分析 高橋　久恵 株式会社エスエヌ・グローバルソリューション

調査期間 　2009 年 5 月 31 日〜 2009 年 6 月 15 日 評価種類：中間レビュー

３.評価結果の概要

３－１　実績の確認

　（1）プロジェクトの成果

　プロジェクト活動は計画に沿っておおむね順調に進捗しており、期待された成果が発現しつ

つある。

　前期中等教育への住民参加について、学校レベルでコミュニティ関係者も巻き込んでアク

ションプラン事業が実施されている。アクションプランに基づいて実施された活動には学校と

家庭の関係強化に関するものもみられる。しかし、教育の改善のためにコミュニティの更なる

参加を促す余地が残されており、今後、コミュニティに対する働きかけを一層強化していくこ

とが課題である。



　授業の質的改善につながる取り組みとしては、「教授・学習プロセス改善のための戦略報告

書」がまとめられた。また、教科別現職教員研修会（MGMP）が郡レベルで実施されるようになっ

たほか、モデル校・モデル郡においては授業研究活動が導入・開始されている。

　地方教育行政の能力強化に関しては、県レベルではアクションプラン事業を運営管理でき

る人材が育成されつつあるが、州レベルでは、州教育局のプロジェクトへの関与が限定的で

あり、モデルの普及を担う人材の育成が不十分である。県、州の教育行政官の一層の能力強

化は今後の優先課題のひとつである。

　（2）プロジェクト目標

　対象県において、アクションプラン事業の実施が現在 2 年目（第 2 サイクル）に入っている。

活動はおおむね円滑に実施されており、アクションプラン事業の実施を通じた教育改善モデ

ルは構築されつつあるといえる。ただし、同モデルの持続性を確立し、普及していくためには、

モデルの運営管理を担う人材の育成に引き続き取り組むことが必要である。また、3 年次に計

画されているアクションプラン事業経費の県政府による負担を着実に実現するとともに、長

期的な予算確保戦略についても検討していく必要がある。

　（3）上位目標

　現段階で上位目標の達成度を測定するのは時期尚早であるが、特にこれまで地方教育行政

による支援が十分に行き届かなかった小規模校については、生徒数の増加や試験の合格者増

といった具体的なインパクトの発現が報告されている。

３－２　評価結果の要約

　（1）妥当性

・ボトムアップ型のアプローチによって教育改善をめざす本プロジェクトはインドネシアの

国家政策・戦略に合致している。

・東部インドネシアを対象地域として教育改善をめざす本プロジェクトはわが国の対インド

ネシア援助政策・戦略と合致している。本プロジェクトは「南スラウェシ州地域開発プロ

グラム」の社会開発促進サブプログラムの中核をなす協力である。

　（2）有効性

・対象県においてアクションプラン事業の実施が第 2 サイクルに入っており、学校・郡レベ

ルでは同事業を円滑に実施できるようになっている、一方、同事業を運営管理する地方教

育行政については引き続き能力強化が必要である。

　（3）効率性

・活動、投入はおおむね計画どおり実施されているが、特に州教育局のプロジェクトへの主

体的関与を引き出すことが課題である。

・本プロジェクトの実施には、インドネシアにおける過去の教育協力案件の経験が十分に活

用されている。



　（4）インパクト

・これまで地方教育行政による支援が十分に行き届かなかった小規模校については、生徒数の

増加や試験の合格者増といった具体的なインパクトの発現が報告されている。

　（5）自立発展性

・政策面に関して、県レベルでは、対象県教育局はモデルを評価しており、県内の普及に対し

て強い意志を示している。一方で他県への普及に関する州教育局の意志は不明確である。

・組織面に関して、県実施チーム（KIT）の機能を県教育局に内在化させることが課題となる。

・予算面に関して、対象県による 3 年次のブロックグラントの一部負担のめどが立ちつつある。

ただし、対象県が経済的に完全に自立してモデルを運営管理できるようになるまでには一定

の時間が必要と考えられる。

・技術面に関して、学校・郡レベルではアクションプラン事業を実施できるようになっている。

県・州レベルについては、モデルの運営管理能力の更なる強化が必要である。

３－３　提言・教訓

　（1）提言

1）普及可能な授業研究モデルの構築

　現在ごく限られたモデル校・モデル郡のみを対象に導入されている授業研究について、広

く普及可能なモデルを構築することが必要である。

2）住民参加の促進

　インドネシアで実施された他の教育協力案件と比較して住民参加の度合いがやや弱い。州

教育局と協力して無償教育プログラムにおける住民参加の位置づけを分かりやすく整理する

とともに、住民参加を促進する仕組みを導入することが必要である。

3）プロジェクトの強みの明確化

　既存の教育プログラムとの補完関係や相違点を明確にすることで、プログラムの有効活用

が可能になると考えられる。

4）州の役割の明確化

　地方分権化の下であっても、県教育局に対する州教育局の影響力は小さくないことを踏ま

え、プロジェクトへの州のより深い関与を促すとともに、モデル普及における州の役割を明

確化することが求められる。

5）モデルと州の教育プログラムの統合

　既存の教育プログラムを検証したうえで、モデルをこれらプログラムにどのように統合し

ていくのかを検討していくことが期待される。



6）モデルの県の教育政策への統合

　すべての対象県がモデルの有効性が実証されれば県の教育政策として採用する意志を示し

ていることを踏まえ、モデルの意義やインパクトに対する理解を促進し、県の自立のための

支援を少しずつ進めていくことが期待される。

7）今後の戦略

　当初のプロジェクト目標は達成される見込みにあるが、モデルの持続性確立と普及のため

にはプロジェクト期間を超えた支援が必要と考えられる。州によるモデル普及の取り組みが

本格化された場合には、支援継続の可能性を検討することを提案する。

8）PDM の改訂

　現状に合わせて PDM の見直しを行うことを提案する。
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第１章　中間レビュー調査団の概要

１－１　調査団派遣の経緯と目的　

　インドネシアは、これまで実施してきた開発政策により国全体としての国民の生活と福祉の質

の向上に成功した一方、地域間の開発格差が顕在化している。特に西部と東部の間の開発格差の

拡大は深刻で、東部開発は政府の喫緊の課題である。後進地域開発推進担当国務大臣府が 2005
年 2月に発表した統計によると「後進地域」指定県は全国で 199県あり、うち 123県（62％）が

東部に位置する。また、貧困人口比率も東部（23％）は全国平均（16％）を大きく上回る。この

ような地域間の開発格差は、大都市への過度の人口集中、環境破壊・汚染等の誘因になるととも

に後進地の社会不安・分離独立運動の背景となっている。

　このような状況を踏まえ、わが国は東部インドネシアの開発を支援すべく、特に東部インドネ

シア開発を牽引する南スラウェシ州において「南スラウェシ州地域開発プログラム」を展開して

いる。このプログラムにおいては①地域の開発を牽引する都市の開発、②地域全体のバランスの

とれた開発、③社会開発の促進を3つの柱としている。

　インドネシアの社会開発分野のうち、教育に関して政府は 9年制義務教育の完全普及を重点目

標に掲げているが、その達成は、特に東部地域において困難視されている。東部地域の経済・物

流の中心である南スラウェシ州も例外ではなく、前期中等教育の総就学率は76%（2005年）と全

国平均を下回っている。この要因としては、家庭の困窮、地方政府が提供する行政サービスと地

域住民のニーズの相違等が挙げられる。そのため、包括的な地域開発を通じた貧困削減の視点に

立ち、地域ニーズに即した教育の総合的改善に取り組むことが必要となっている。

　わが国はこれまで、インドネシアの教育行政分権化に対する支援として、開発調査「地域教

育開発支援調査」（1998-2004）、技術協力プロジェクト「地方教育行政改善計画プロジェクト」

（2004-2008）等を実施し、地方教育行政がコミュニティや学校の個別ニーズに柔軟に対応できる

よう、コミュニティ・学校が主体となる教育改善モデル［地方教育行政改善計画プロジェクト

（REDIP）モデル］の開発と導入・定着を支援してきた。

　このような背景の下、インドネシア政府はわが国政府に対して、南スラウェシ州 3県における

教育改善モデルの構築を目的とする技術協力を要請し、2007年12月から3年間の予定で本「南ス

ラウェシ州前期中等教育改善総合計画プロジェクト」が開始された。

　今回の中間レビュー調査は、プロジェクト開始から約18カ月目にあたり、これまでのプロジェ

クトの進捗を確認し、評価 5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）に沿っ

て評価を行い、今後に向けての教訓と提言をまとめることを目的とする。

１－２　調査日程と調査団の構成

　（1）　調査日程

月日 内容

5 月 31 日（日）（高橋団員ジャカルタ着）

6 月 1 日（月）
（高橋団員マカッサル着）

JICA マカッサル・フィールド・オフィス（MFO）にて団内協議

6 月 2 日（火）
ジェネポント県現場視察［ルンビア郡教育開発チーム（TPK）、ルンビア第１中学

校、ボロ中学校（MTs）、県実施チーム（KIT）］
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6 月 3 日（水）
バルー県現場視察［タネタ・リアジャ郡 TPK、タネタ・リアジャ Satap 4 中学校、ムー・

エレ中学校（MTs）、KIT］

6 月 4 日（木）
ワジョ県現場視察［パンマナ郡 TPK、パンマナ第 2 中学校、カンピリ・パンマナ

中学校（MTs）、KIT］

6 月 5 日（金） 州地域開発企画局（BAPPEDA）、同教育局との協議

6 月 6 日（土） 資料分析

6 月 7 日（日） 資料分析

6 月 8 日（月）
（増田団員、舘山団員マカッサル着）

宗教省南スラウェシ州事務所、州教育局との協議

6 月 9 日（火）

ジェネポント県現場視察・関係者との協議（アルンケケ第 1 中学校、県

BAPPEDA、県教育局、県宗教省事務所）

バルー県現場視察・関係者との協議（県教育局、宗教省県事務所、県 BAPPEDA、

マルセタシ第 2 中学校）

6 月 10 日（水）

ワジョ県現場視察・関係者との協議（サバンパル第 2 中学校、県教育局、県

BAPPEDA）

団内協議、ミニッツ（M/M）作成

6 月 11 日（木） M/M 協議

6 月 12 日（金） 団内協議

6 月 13 日（土） 報告書作成

6 月 14 日（日）（ジャカルタへ移動）

6 月 15 日（月）

在インドネシア日本大使館報告

報告書作成

（増田団員、高橋団員ジャカルタ発）

　（2）　団員構成

担当分野 氏　名 所属

団長・総括 富谷　喜一 JICA インドネシア事務所次長

教　　育 増田　知子 JICA 国際協力専門員 / 人間開発部課題アドバイザー

協力計画 舘山　丈太郎 JICA インドネシア事務所

協力企画 徳丸　周志 JICA マカッサル・フィールド・オフィス企画調査員

評価分析 高橋　久恵 株式会社エスエヌ・グローバルソリューション

１－３　調査方法

　（1）　プロジェクト・デザイン・マトリックスによる評価手法

　本評価調査は、『JICA事業評価ガイドライン（2004年 3月改訂版）』に基づき、プロジェ

クト・サイクル・マネジメント（Project Cycle Management：PCM）手法の考えを用いた評価

手法に即して実施した。この手法はプロジェクトの発掘、形成を含む計画、プロジェクト

の審査、モニタリング、評価をそのフィードバックまでの一連の事業サイクルを運営管理
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する手法であり、中間レビューにおいては、プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project 
Design Matrix: PDM）で示されたプロジェクト計画と中間レビュー時のプロジェクトの進捗

状況とを比較して、プロジェクトが計画どおりその効果を発現しているかを評価するもの

である。なお、『JICA事業評価ガイドライン』による評価は、以下のとおり構成されている。

①　PDMに基づいた評価デザインを検討する。

②　プロジェクトの実績を中心とした必要情報の収集、プロジェクトの現状を実績・実施

プロセス・因果関係の観点から、把握・検証する。

③　評価5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の観点からプロジェ

クトの成果を評価する。

④　プロジェクトの残りの実施期間の活動に対しての提言と、インドネシア側及び日本側

双方に対する教訓を抽出する。

　　　なお、本評価手法において活用されるPDMの構成要素の内容は表１－１のとおりである。

表１－１　PDMの構成要素

上位目標

（Overall Goal）

プロジェクトを実施することによって発現が期待される長期的な効果。

プロジェクト終了後 3 ～ 5 年程度で対象社会において発現する効果であ

り、プロジェクトの方向性を示す。

プロジェクト目標

（Project Purpose）
プロジェクトの実施により、終了時までに達成が期待される、ターゲッ

トグループ（人・組織を含む）や対象社会に対する直接的な効果。

アウトプット（Output） プロジェクト目標達成のためにプロジェクトが生み出す財やサービス。

投入（Input）
アウトプットを産出するために必要な資源（人材、資機材、運営経費、

施設等）。

活動（Activity）
アウトプットを実現するために、人員、資金、機材等の投入を効果的に

用いて実施する具体的な行為。

指標（Objectively 

Verifiable Indicators）
プロジェクトのアウトプット、目標及び上位目標の達成度を測るもので、

客観的に検証できる基準。

指標データ入手手段

（Means of Verification）
指標を入手するための情報源。

外部条件

（Important Assumption）
プロジェクトでコントロールできないが、プロジェクトの成否に影響を

与える外部要因。

出所：プロジェクト評価の手引き（JICA 事業評価ガイドライン）、2004 年 3 月。

　中間レビューに位置する本調査では、PCM手法に従って、これまでの実績及び実施のプロセ

スの検証をもとに、「評価 5項目」の観点から調査・分析を行った。各項目の視点は以下の表１

－２のとおりである。
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表１－２　評価５項目と評価の主な視点

評価５項目 評価の主な視点

1. 妥当性

　Relevance

プロジェクト目標や上位目標は、本評価時点においても受益者のニーズや相

手国と日本側の政策に合致したものであるかという、実施の正当性・必要性

を問う視点。

2. 有効性

　Effectiveness
プロジェクトの実施により、本当に受益者に便益がもたらされているか、ま

たはもたらされるのかという、効果を問う視点。

3. 効率性

　Efficiency
プロジェクト目標の達成度は投入（コスト）に見合っているかという、投入

した資源が有効活用されているかを問う視点。

4. インパクト

　Impact
プロジェクト実施によってどのような長期的・間接的効果や波及効果がもた

らされたかという、影響を問う視点。

5. 自立発展性

　Sustainability
JICA の援助が終了してもプロジェクトがめざしていた効果は持続するかとい

う、自立の可能性を問う視点。

出所：プロジェクト評価の手引き（JICA 事業評価ガイドライン）、2004 年 3 月。

　（2）　データ収集方法

　本評価調査では、評価分析のために定性的・定量的データを以下の方法で収集した。

　　　1）　既存資料レビュー

•　事前評価調査報告書（2007年6月）

•　実施協議報告書（2007年8月）

•　合意議事録および会議議事録（2007年8月）

•　インセプションレポート　（2008年2月）

•　ベースライン調査報告書（2008年3月）

•　プロジェクト事業進捗報告書（第1号）（2008年5月）

•　プロジェクト事業進捗報告書（第2号）（2008年11月）

•　業務完了報告書（第1年次）（2008年8月）

•　PDM達成状況の中間とりまとめ（2009年5月）

•　PDM活動進捗状況（2009年5月）

　　　2）　主要関係者へのインタビュー

•　日本人専門家

•　州地域開発企画局職員　

•　州教育局職員

•　県地域開発企画局職員　（対象3県：バルー、ジェネポント、ワジョ）

•　宗教省　地方事務所　（州及び対象3県）

•　県教育局職員　（対象3県）

•　郡教育開発チーム及び学校委員会メンバー

•　フィールド・コンサルタント（FC）



－ 5 －

第２章　プロジェクトの概要

２－１　協力期間

　2007 年 12 月１日から 2010 年 11 月 30 日（3 年間）

２－２　対象地域

　南スラウェシ州内の 3 県（バルー県、ジェネポント県、ワジョ県）をモデル県として対象とし、

3 県内 32 郡から 17 郡のすべての中学校（110 校、2009 年 5 月時点）を対象とする。

　当該 3 県は、前期中等教育に関する各種指標が県内でも低いレベルにある。また、3 県のうち

2 県は、先行して開始された保健分野の技術協力プロジェクト「南スラウェシ州地域保健運営能

力向上プロジェクト」の対象県になっており、「南スラウェシ州地域開発プログラム」の枠組み

の下で相互の連携が期待されている。なお、ジェネポント県は保健分野案件の対象県ではないが、

州内で最も前期中等教育総就学率が低く、貧困人口比率が高いことを考慮し、本案件の対象県と

した。

２－３　プロジェクトの目標と成果

　案件開始時の PDM に設定されたプロジェクトの目標と成果は以下のとおり。

　（1）プロジェクト目標

　　　対象県において前期中等教育の質・量・マネジメントの総合改善モデルが構築される。

　　　＜指標＞

1）　郡チームと学校が計画・実施したアクションプラン活動の県教育計画への反映度

2）　対象県が支出する郡チームと学校のアクションプラン事業費の年度ごとの変化

3）　県実施チーム（KIT）メンバーのアクションプラン事業運営管理能力（計画・実施・

モニタリングの各プロセス）

　（2）上位目標

　　　南スラウェシ州の教育分野における運営能力とサービスが向上する。

　　　＜指標＞

1）　南スラウェン州の前期中等教育の就学状況を示す指標（進学率、総就学率、中退率）

2）　教育の質の改善を示す指標（学力試験、校長や教員による学校運営の意識変化）

3）　県政府条例（PERDA）への前期中等教育総合改善モデルの反映度

　（3）成果

　　　成果 1：前期中等教育への住民参加が促進される。

　　　＜指標＞

1）　郡チーム及び学校が実施する学校間活動の増加率

2）　学校と家庭の関係強化活動の数（家庭訪問、啓発ワークショップ等）

3）　郡チーム及び学校から提出されたアクションプラン申請書の一次審査通過率

4）　郡チーム及び学校のアクションプランにより申請された保健教育活動の数
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　　　成果 2：ニーズに適合した学習プロセスにより授業が実施される。

　　　＜指標＞

1）　学習プロセス改善戦略の策定

2）　教科別教員研修会（MGMP）の開催（回数、参加者数、費用確保）

3）　授業プロセス改善ガイドラインの策定

　　　成果 3：対象県と州の教育行政官が教育改善事業を運営管理する能力が形成される。

　　　＜指標＞

1）　県教育局によるモニタリング（郡チームと学校の活動状況）の頻度

2）　州教育局によるモニタリング（対象 3 県のプロジェクト進捗）の頻度

3）　アクションプラン事業の経験共有・普及のためのワークショップや研修会の回数

4）　州教育局による教育改善事業拡充のための地方政府予算 (APBD) や中央政府予算［地

方政府委託事業予算（DEKON）］申請状況

5）　プロジェクト活動の情報に係わる正確性（地域住民参加の意義やアクションプラン

事業の会計報告など）と公開度（ニュースレターの発行頻度や部数など）

２－４　相手国関係者

　（1）関係省庁（中央レベル）

　　　教育省、宗教省

　（2）カウンターパート（C/P）機関

　南スラウェシ州教育局・地域開発企画局、対象 3 県の教育局・地域開発企画局・宗教省地

方事務所

　（3）受益者

　　　直接裨益対象：

1）州レベル : 南スラウェシ州教育局（約 30 名）、地域開発企画局（約 5 名）

2）県レベル : 対象 3 県の県実施チーム 1（KIT）を中心とする県政府行政官（約 240 名）2

3）郡レベル : 対象 3 県（全 31 郡）の約半数の郡の郡教育開発チーム 3（TPK）（約 750 名）

4）学校レベル : 学校委員会メンバー、校長、教員など’（1,000 名）

合計：約 2,000 名

　　　間接裨益対象：

　　　　対象 3 県における前期中等教育の生徒（約 1 万 6,000 名）及びその保護者

1　教育局及び地域開発企画局の行政官などにより構成され、日本側と共同でモデルを構築するパートナー。
2　対象 3 県教育局（約 150 名）、宗教省県事務所（約 30 名）、地域開発企画局（約 15 名）、県教育委員会（約 30 名）、県議会教育審議会（約

15 名）。
3　地域の教育関係者（郡長、校長・教員代表、コミュニティリーダー、保護者代表など）により構成され、コミュニティ、学校間

（校長、教師、生徒含む）の調整を行い、郡レベルのアクションプラン事業の実施を担う。
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第３章　プロジェクトの進捗状況

３－１　投入実績　

　（1）　日本側（詳細は付属資料 3-1 参照）

・　短期専門家派遣： 9 名　計 40.72MM
・　本邦研修（青年研修）： 9 名（県教育局職員、対象県教員）

・　機材供与： プロジェクト事務所用機器等（コンピュータ、プロジェクター、プリ 
ンター、コピー機等）

・　現地活動費（ブロックグラントを除く研修・啓発活動費等）： 22 億 4,960 万ルピア 
［2 年次終了（2009 年 7 月）までの計画を含む］

・　ブロックグラント： 46 億 8,590 万ルピア［2 年次終了（2009 年 7 月）までの計画を含む］

・　ローカルコンサルタント配置： フィールドコンサルタント（FC）8 名

　（2）　インドネシア側

・　C/P 配置：

－州　14 名

－県実施チーム（KIT）　42 名（バルー県 12 名、ワジョ県 15 名、ジェネポント県 15 名）

・　プロジェクト事務所：

－州プロジェクト事務所（州教育局内）

－ FC 用県プロジェクト事務所（各県教育局内）

・　現地活動費：モニタリング等に係る経費

・　ブロックグラント：3 年次のみ一部負担予定（平均 7.5％程度）

３－２　活動実績

　活動はおおむね計画どおりに実施されている。各活動の進捗状況については以下のとおりであ

る。 

活動 中間レビュー時点の結果

1-1 郡と学校レベルで中

等教育に関する啓発

ワークショップを開

く

 ➢ 啓発ワークショップは県レベルで開催した。ジェネポント県では県

知事も参加し、県レベルでのプロジェクト実施に関する M/M 署名

式を行った。

1-2 TPK と学校チームを

設立する

 ➢ 対象 17 郡、110 校（2009 年 5 月現在）すべてにおいて、TPK と学校 
チームが設立された。

1-3 TPK と学校に対して

教育改善計画づくり

の研修を行う

 ➢「アクションプラン策定研修」の実施に先立ち、講師となるべき 
C/P 及び FC を対象に「マスタートレーナー研修」を実施した。この

研修を受けた KIT メンバーを講師として、2008 年 1 ～ 2 月に「アク 
ションプラン策定研修」を各対象県で開催した。

 ➢ アクションプラン活動に係る会計報告書の作成につき、TPK・学校

向け「会計研修」をブロックグラントが送金された直後と会計報告

書作成直前に計 2 回開催した。講師は JICA 専門家チームが務めた。
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活動 中間レビュー時点の結果

 ➢ 技術交換事業として 2004 年から自立的に REDIP4 を続けている北ス

ラウェシ州ビトゥン市や北ミナハサ県、トモホン市等を視察訪問し

た。この視察訪問には、プロジェクト活動を自立して運営する方法

を実地に学ぶ目的で計 25 名の C/P が参加した。

 ➢ 第 2 年次にはガイドラインの周知徹底を図る啓発ワークショップと

プロポーザル事前審査会が各対象県で開かれた。会計研修は会計報

告書作成直前に各県で実施され、講師は KIT と JICA 専門家チーム

が分担した。

1-4 TPK と学校が教育改

善のためのアクショ

ンプランを策定する

 ➢ 1 年次・2 年次とも全 TPK・学校がアクションプランを策定し、プ

ロポーザルを提出した。

1-5 郡と学校においてア

クションプラン事業

を実施する

 ➢ ブロックグラントを受けて全 TPK・学校がアクションプラン事業を

実施した。第 1 年次のブロックグラントの配賦額は活動期間が短い

ことから、想定されていた金額の 40％にとどめられた。

 ➢ 第 2 年次は当初計画に従い 100％の予算を確保し、授業研究のパイ

ロット郡・校には授業研究用ブロックグラントを追加した。ブロッ

クグラント配賦総額は１年次・2 年次ともに全額が JICA の負担であ

る。

1-6 TPK と学校のモニタ

リング・評価を実施

する

 ➢ 1 年次の活動期間中、JICA 専門家チームの時間的な制約からモニ

タリングは限定的にしか実施できなかったが、2 年次には活動期

間（2008 年 12 月〜 2009 年 5 月）内で 54 回モニタリングを実施し、

117 カ所の TPK/ 学校を訪問した。

2-1 教科別現職教員研修

会（MGMP）の現状

と現行のガイドライ

ンなどを分析する

 ➢ 3 県の MGMP の現状が「プロジェクト事業進捗報告書第 1 号」2.4
節にまとめられた。授業改善に関するガイドライン類として前期中

等理数科教員研修強化プロジェクト（Strengthening In-Service Teacher 
Training of Mathematics and Science Education at Junior Secondary 
Level：SISTTEMS）で作成した 3 種類のガイドライン 5 を南スラウェ

シ州の実情を踏まえつつレビューした。

2-2 授業過程改善のため

の啓発ワークショッ

プを開く

 ➢ 2008 年 4 月に全中学校長、各校教員代表 1 名、各校学校委員会代表

1 名、TPK 代表 1 名、全指導主事、KIT メンバー・県 FC 全員、セ

ンカン市教員養成大学（ワジョ県のみ）、マカッサル国立大学を招

いて「学習プロセスに関する啓発ワークショップ」が各県で開催さ

れた。

 ➢ 授業研究の対象として選ばれたパイロット郡において 2008 年 11 月

に授業研究のソーシャリゼーションを開いた。

2-3 授業過程改善戦略に

関するワークショッ

プを開く

 ➢ MGMP の現状調査や「学習プロセスに関する啓発ワークショップ」

の議論をもとに、授業の質を改善するための戦略を「学習プロセス

改善戦略」として取りまとめ、戦略の柱は「授業研究」の導入とさ

れた。

4　JICA が北スラウェシ州、中部ジャワ州、バンテン州で実施してきた開発調査「地域教育開発支援調査」（1998-2004）、技術協力

プロジェクト「地方教育行政改善計画プロジェクト」（2004-2008）の略称。
5　「教科別現職教員研修のための実施ガイドライン」「教科別現職教員研修モニタリングと評価のためのガイドライン」「授業の技

法ハンドブック（Teachers’ Handbook for Better Lessons）」。
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活動 中間レビュー時点の結果

2-4 教員研修を実施する  ➢ TPK 活動のひとつとして郡単位の MGMP を組織し、普通中学校

（SMP）と宗教中学校（MT）の教員が合同で開くことを義務とした。

これに従い、各郡がそれぞれ必要と考える教員研修活動を実施した。

現行の県単位の MGMP は SMP と MT が別、参加頻度が少ない、参

加教員の数が限られるなどの問題があり、教員研修制度としては効

果が限定的と考えられる。

 ➢ 各県に選んだパイロット郡・校において 2 科目を対象に「授業研究」

を実践した。「授業研究」では基本的に JICA 専門家は「公開授業・

リフレクション」に必ず参加した。

 ➢ パイロット郡・校のファシリテーター等の州・県関係者が

SISTTEMS の対象県東ジャワ州パスルアン県にて授業研究の実践を

視察した。視察は次項に述べるファシリテーター研修第 1 回を兼ね

た。

 ➢ 各パイロット郡・パイロット校から選定した計 18 名のファシリテー

ターを対象に各県で授業研究の実践を計 5 回実施した。この研修に

はパイロット郡に応募して選ばれなかった郡のファシリテーター候

補も招き、授業研究の普及を図った。

2-5 モニタリング・評価

を実施する

 ➢ 1 年次には授業過程改善に関するモニタリングは十分に行えなかっ

たものの、2 年次の「授業研究」では JICA 専門家が「公開授業・リ

フレクション」に毎回参加・コメントし、活動の進捗具合を確認した。

 ➢ 2009 年 3 月には南スラウェシ州で活動するドナーの合同モニタリン

グが行われ、ドナー関係者がジェネポント県のパイロット校を訪問

し、授業研究の模様を視察した。これには州 BAPPEDA も参加した。

2-6 上記の一連の活動か

ら得られた知見・経

験を取りまとめる

 ➢「授業研究」実践に参加した際の知見をもとに、「Guidelines for 
Teaching and Learning Process Improvement」が作成され、現在、イン

ドネシア語翻訳中である。

3-1 県レベルの関係者に

対して本プロジェク

トの「統合モデル」

を知らしめるワーク

ショップを開く

 ➢ 上記 1-1 の各県における啓発活動がこのワークショップに該当。

3-2 ベースライン調査を

設計・実施する

 ➢ 現地コンサルタント会社 LP3SE（Lembaga Penelitian, Pendidikan dan 
Penerangan Ekonomi & Sosia）に再委託して、全 17TPK、非対象郡

3 郡（コントロール郡）、対象校 60 校、非対象校 10 校（コントロ 
ール校）を対象に学校調査・校長調査・教員調査・生徒調査・生徒

学力調査・TPK 調査を実施した。結果は「ベースライン調査報告書」

として提出された。

3-3 プロジェクト開始時

に詳細な実施計画と

戦略を協議する

 ➢ 2008 年 1 月に第 1 回ステアリング・コミッティが開催された。州教

育局、州 BAPPEDA、州宗教省事務所、県教育局、県 BAPPEDA 等

から計 26 名が参加し、C/P と本プロジェクトの進め方を協議した。

 ➢ 同月（2008 年 1 月）、国民教育省初中等教育運営総局、宗教省宗教

教育総局、国家開発企画庁、州 BAPPEDA、州教育局、県教育局な

どから計 17 名が集まり、第 1 回合同調整会議（Joint Coordanating 
Committee：JCC）が開かれた。
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活動 中間レビュー時点の結果

3-4 アクションプラン活

動に関し、既存の研

修マニュアルがあれ

ば活用する

 ➢ アクションプラン活動用の研修教材として「2008 年アクションプラ

ン活動ガイドライン（PRIMA Pendidikan Guidelines 2008）」を使用。

このガイドラインは、モデルのもとになった、地方教育行政改善計

画プロジェクト（REDIP）のガイドラインを参照し、批判的検討を

加え、全面的に改訂のうえ作成された。

 ➢ KIT と共同でガイドラインを改訂し、「2009 年アクションプラン活

動ガイドライン」を作成した。2 年次から「授業研究」」をパイロッ

ト的に実施するのに伴い、関連する記述・指示が増補された。

3-5 TPK と学校から提出

されたアクションプ

ラン活動プロポーザ

ルを審査する

 ➢ 提出されたプロポーザルは JICA専門家チームにより審査された。（活

動期間確保のため、KIT と合同で審査する余裕がなかった）。

 ➢ 第 2 年次には KIT と FC が TPK と学校を個別に訪問し、策定の指導・

相談を行った。1 年次と異なり、提出されたプロポーザルは KIT、
FC、JICA 専門家チームが合同で審査した。

3-6 教育改善活動のモニ

タリングに関し、県

教育局職員向けの研

修を行う

 ➢ 各 KIT メンバーを主な対象とするアクションプラン活動のモニタリ

ングの方法に関する研修を実施した。

3-7 TPK と学校のモニタ

リングを行い、必要

な技術支援を実施す

る

 ➢ JICA 専門家によるモニタリングは限定的であったが、FC が各

TPK・学校を頻繁に訪問し、技術支援を施した。支援を円滑に行う

ために FC 向けのファシリテーション研修が実施された。

 ➢ 第 2 年次も FC によるモニタリング指導を強化、継続した。JICA 専

門家チームによるモニタリングは主に活動進捗の確認と実施上の問

題の有無の確認を目的とし、問題がみられた場合は、その解決のた

めの助言をその場でした（上記 1-6 を参照）。

3-8 前期中等教育の総合

的な改善モデルに関

しガイドライン・政

策提言をまとめる

 ➢「前期中等教育総合改善ガイドライン」が 2010 年 10 月に完成する

予定。

3-9 プロジェクトのイン

パクトを評価するた

め、エンドライン調

査を設計し実施する

 ➢ エンドライン調査は 3 年次に実施する計画になっている。

3-10 スティアリング・コ

ミッティ会合を開く

 ➢ 1 年次に 3 回、2 年次に 2 回、計 5 回のスティアリングコミッティ

会合が開かれた。

3-11 合同調整会議（JCC）
を開く

 ➢ １年次に 2 回、2 年次に１回、計 3 回の JCC が開かれた。

3-12 経験を共有するため

のワークショップを

州内で、及び教育省

で開く

 ➢ 1 年次のアクションプラン活動の経験を共有するために、2008 年 6
月にレビュー・ワークショップを各県で開いた。

 ➢ PRIMA-Pendidikan の経験を広く州内の関係者に知ってもらうた

め、2008 年 7 月には州及び県の教育局、BAPPEDA、教省事務所、 
保健局、教育委員会、TPK 代表、学校代表、教育の質保証機関 
（LPMP）、マカッサル州立大学理数学部、他ドナーなどを招き州ワー

クショップが開催された。
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３－３　成果の達成状況

　各成果の達成状況を以下に示す。

　（1）成果１： 前期中等教育への住民参加が促進される。

指標 中間レビュー時点の結果

1-1 郡チーム及び学校が

実施する学校間活動

の増加率

 ➢ 学校間活動 6 の件数は 1 年次の 92 件から 2 年次の 195 件へ増加。資

金総額に占める割合では 25.8％から 35.2％に増加した。件数の増加

率は 112％、金額の増加率は 256％となった。

1-2 学校と家庭の関係強

化活動の数

 ➢ 学校と家庭の関係強化活動 7 は 1 年次の 86 件から 2 年次の 65 件へ、

資金総額に占める割合は 8.8％から 3.3％へ減少した。

1-3 郡チーム及び学校か

ら提出されたアク

ションプラン申請書

の一次審査通過率

 ➢ プロポーザルの一次審査合格率は 1 年次の 47.1％から 2 年次の

59.1％へ改善した。

1-4 郡チーム及び学校の

アクションプランに

より申請された保健

教育活動の数

 ➢ 保健教育活動の件数は 1 年次の 15 件から 2 年次には 81 件へ、資金

総額に占める割合も 1.7％から 6.0％へ増加した。

　（2）成果２： ニーズに適合した学習プロセスにより授業が実施される。

6　学校間活動とは「校長研修会（MKKS）」「教科別現職教員研修会（MGMP）・教員研修・教材開発等」「授業研究」「その他の学校間活動」

を含む。
7　学校と家庭の関係強化活動とは「住民向け啓発活動」「家庭訪問」「その他の学校・地域連携強化活動」を含む。

指標 中間評価時点の結果

2-1 学習プロセス改善戦

略の策定

 ➢「教授・学習プロセス改善のための戦略報告書」が作成済（2008 年

7 月）。

2-2 MGMP の開催（回数、

参加者数、費用確保）

 ➢ プロジェクト実施前、MGMP は県レベルで開催され、ワジョ県以外

の対象県では年に 1 回程度開催されている状態であった。実施後は

対象 3 県とも郡レベルで開催されることとなり、基本的に郡内の教

科担当全教員約 20 名が参加、回数は月 1 回程度、費用はプロジェ

クトの配賦するブロックグラント（TPK 向け）を充当している。

 ➢ 2 年次から始まった授業研究活動のパイロット郡（各県 1 郡を選定）

では、2 科目を選んで各教科の郡レベル MGMP（授業研究）を月 1
〜 2 回ベースで実施している（ワジョ県のみ月 2 回ペース）。

2-3 授業プロセス改善ガ

イドラインの策定

 ➢「教授・学習プロセス改善ガイドライン」を作成中。
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　（3）成果 3： 対象県と州の教育行政官が教育改善事業を運営する能力が形成される。

指標 中間レビュー時点の結果

3-1 県教育局によるモニ

タリング（郡チーム

と学校の活動状況）

の頻度

 ➢ 1 年次では県教育局によるモニタリングは、予算の執行が遅れたた

め各県数回実施されたのみ。2 年次の 2009 年 5 月までの県教育局に

よるモニタリングの実績は以下のとおり。

モニタリング うち県教育局参加

回数 訪問先数 回数 訪問先数

合計 54 117 8 17

3-2 州教育局によるモニ

タリング（対象 3 県

のプロジェクト進捗）

の頻度

 ➢ 州教育局によるモニタリングは 1 年次、2 年次を通じて一度も実現

していない。最大の理由は州教育局の予算、人員が不足しているこ

と。

3-3 アクションプラン事

業 の 経 験 共 有・ 普

及のためのワーク

ショップや研修会の

回数

以下のとおりワークショップ、研修会が開催された。詳細は付属資料４

－３を参照のこと。

 ➢ 普及活動：各県でプロジェクト啓発ワークショップ（3 回）、成果

評価会、授業研究啓発ワークショップ、州無償教育プログラム啓発 
ワークショップが開催された。さらに州実施のワークショップ、東

部インドネシア支援事務所（SOfEI8）主催のドナー合同モニタリング、

州レベル普及準備会合（2 回）が開催された。

 ➢ 研修・講習：アクションプラン研修、アクションプラン会計研修 
（3 回）、学習プロセスに関する啓発ワークショップを対象３県で実

施。さらにマスタートレーナー研修、アクションプラン・モニタリ

ング研修、技術交換事業（１年次、２年次）、FC 対象ファシリテー 
ション研修、授業研究ファシリテーター研修（5 回）が開催された。

3-4 州教育局による教育

改善事業拡充のた

めの地方政府予算

（APBD）や中央政府

予算（地方政府委託

事業予算：DEKON）

の申請状況

 ➢ 州による無償教育プログラムが 2008 年 5 月から開始。ブロックグ

ラント方式で相当額の予算がすべての学校（小中高）に支給されて

いる。

 ➢ 教育省では目的の絞られた補助金を多用する傾向がみられる（例：

LPMP を通じて県 MGMP に配賦される授業研究普及のためのブロッ

クグラントや DEKON も多額が確保されている模様）。州教育局は

DEKON 予算を使ってモデルの州内普及を図るため、その特別措置

を州知事名で教育大臣宛に要請することを検討している。

3-5 プロジェクト活動の

情報に係わる正確性

（地域住民参加の意義

やアクションプラン

事業の会計報告など）

と公開度（ニュース

レターの発行頻度や

部数など）

 ➢ 会計に関する情報公開・意識変革は①プロポーザルの掲示の促進②

会計ルールの厳正な適用と徹底した研修を通じて実施中。

 ➢ プロジェクト全体の情報公開としてニュースレターの定期発行（1
年次は合計 5 回、2 年次はこれまで計 3 回発行。発行部数はインド

ネシア語版が 1 年次 2,000 部、2 年次 1,800 部、英語版が 1 年次・2
年次共に 100 部）。

8　SOfEI(Support Office for Eastern Indonesia) は、東部インドネシアを支援する国際援助組織の集まりで、情報交換、ドナー担当者

の親睦、能力向上、研修等の分野で協働することを趣旨としている。
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３－４　プロジェクト目標の達成状況

　プロジェクト目標： 対象県において前期中等教育のアクセス・質・マネジメントの総合改善モ

デルが構築される。

指標 中間レビュー時点の結果

1　郡チームと学校が計

画・実施したアクショ

ンプラン活動の県教

育計画への反映度

 ➢ アクションプラン活動がまだ「実験」途中であり、それが県教育計

画に反映された例はない。

2　対象県が支出する郡

チームと学校のアク

ションプラン事業費

の年度ごとの変化。

 ➢ 1 年次、2 年次のブロックグラントは全額 JICA 負担であるが、討議

議事録（Record of Discussions：R/D）に基づき 3 年次については、

以下のとおり対象県とのコスト・シェアリングが計画されている。

県

ブロックグラント

総額見込

（単位：千ルピア）

うち県予算負担額案

（単位：千ルピア）

総額に占める割合

バルー 724,860 54,000 7.4%

ジェネポント 1,201,180 90,000 7.5%

ワジョ 1,465,540 112,000 7.6%

合計 3,391,580 256,000 7.5%

注 1：バルー県は標記のほかに非対象郡向けの啓発活動費用（1,000 万ルピア）、スタディ・ 
ツァー用費用（6,000 万ルピア）などを新しく獲得。

注 2：ジェネポント県の額には KIT のオペレーション・コストを含む。また、さらに減額の

可能性あり。

3　県実施チーム（KIT）
メンバーのアクショ

ンプラン事業運営管

理能力（計画・実施・

モニタリングの各プ

ロセス）

 ➢ 現在、少なくとも各県に 1 名はアクションプラン事業の運営管理能

力を身につけた KIT メンバーが育っている。職員の異動等に備えプ

ロジェクト後半で、予備軍を更に数名育成することが必要。

３－５　プロジェクトの実施プロセス

　プロジェクトの実施プロセスにおいては、プロジェクトの成果の達成に少なからず影響を与え

た要素として、州無償教育プログラム 9 が挙げられる。この無償教育プログラムは、保護者の負

担を軽減し、小・中学校へのアクセスを向上させることを目的としたもので、保護者による学校

への貢献を阻害するものではない。しかし、無償教育プログラムの導入は「すべての教育は無償

であり、コミュニティや保護者が（学校活動への参加や寄付）する必要は一切ない。」との誤解

を招いている。本プロジェクトのめざす成果のひとつには、住民の協力を得つつアクションプラ

ン活動を実施し、学校運営を改善していくことが挙げられているが、このプログラムのもつメッ

セージによって、学校と住民がこれまでのような協力関係をつくりにくくなっていることが明ら

かとなった。このような状況を受けて、2009 年 2 月にはプロジェクト・チームが州政府知事に

9　「無償教育プログラム（Free Education Program）」は 2008 年 5 月 2 日に南スラウェシ州で開始された。このプログラムは南スラウェ

シ州内すべての公立・私立の小・中学校を対象としており、配賦される資金は主に学校運営費、学校維持費、教職員のボーナス

や貧しい児童の交通費に活用される。
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面会し、無償教育プログラムによるプロジェクトへの影響を説明したところ、州政府の迅速な対

応により翌 2010 年 3 月には州教育局のイニシアティブによりプロジェクト・チームとの共催に

よる啓発ワークショップの場がもたれた。このワークショップは各対象 3 県で開催された。州教

育局と州 BAPPEDA の職員が講師を務め、プロジェクト関係者全員（対象の学校長、学校運営委

員会、学校チーム、コミュニティ、TPK、郡長、郡教育事務所長、県教育局、宗教省地域事務所、

県 BAPPEDA、等）が招かれ、無償教育プログラムの趣旨が改めて説明された。

　最終的には、無償教育プログラムも本プロジェクトも、中等前期教育のアクセス・質の改善を

めざすという目的は共有していることから、今後も継続的な啓発活動の実施により、本プロジェ

クトと無償教育プログラムの有機的な補完関係、または協働関係が築かれることが望ましい。
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第４章　評価５項目による評価結果

４－１　妥当性

　事前評価時以降、インドネシアの政策・戦略に大幅な変更はなく、本プロジェクトは国家政策

/ 戦略に沿ったものである。国家政策である「国家中期開発計画（RPJMN）2005 － 2009」では、

東部地域開発は大項目「国民の福祉向上」のアジェンダのひとつである「地域開発の格差の是正」

の重点事項に定められている。また、教育分野は就学率の低迷、学校施設の不足、低い行政運営

能力が課題とされ、質の伴った 9 年制義務教育の完全普及が急がれている。さらに、インドネシ

アでは 2004 年に地方分権化を進める新自治法 32 号法及び国家開発システム法 25 号法が施行さ

れたことから、州及び県政府は地域住民のニーズをボトムアップ的に取り入れ、地域開発の計画

プロセスに生かすことが求められている。2008 年には新たに南スラウェシ州政府により「無償

教育プログラム」が導入されたが、この政策は初等・中等教育へのアクセスの向上を目的として

いることから、本プロジェクトとめざす方向性は同じであり、両プログラムを促進しあうことが

期待される。

　わが国の対インドネシア国別援助計画においても、教育は重要項目「民主的で公正な社会造り」

の優先分野とされ、特に地方教育行政の改善、教育の質の改善、教育のアクセスの向上に重点が

置かれている。JICA の国別事業実施計画では「社会開発と貧困削減」を重点分野に掲げており、「選

択と集中」の視点から、特に東部インドネシアを貧困削減のための地域開発の重点対象地域とす

る基本方針が打ち出されている。2005 年から開始された「南スラウェシ州地域開発プログラム」

は南スラウェシ州を東部地域開発の拠点と位置づけているが、本案件は同プログラムの社会開発

推進サブ・プログラムの中核に位置づけられている。よって本案件は、わが国の対インドネシア

援助戦略と合致したものである。

４－２　有効性

　評価時点においてプロジェクト活動は 2 年次の半ばに差し掛かった段階にあり、プロジェクト

目標「前期中等教育のアクセス、質、マネジメントを総合的に改善するモデルの構築」110 の達成度

を評価するには時期尚早と考えられる。しかしながら、プロジェクト対象県においては、モデル

の構築に向けて、活動はおおむね順調に進捗しているといえる。学校チーム及び TPK は学校や

地域で対応すべき活動案をプロポーザルにまとめ、その案をコミュニティの参加・協力を得なが

ら実施し、その活動実績や会計情報を報告する、というアクションプラン活動の一連のプロセス

を経験した。学校チームや TPK のメンバーにインタビューしたところ、ブロックグラントが配

賦されれば、アクションプラン活動は彼ら自身で運営する自信があるとの回答を得た。

　県レベルでは、1 年次と 2 年次は日本側から全額配賦されたブロックグラントについて、3 年

次はわずかではあるがその一部（約 7.5％）を県政府が提供する計画となっている。また、バルー

県ではアクションプラン活動を県の中期開発計画に組み入れる動きがみられるほか、現在非対象

郡となっている地域への普及活動やスタディツアー実施のための予算の獲得が計画されるなど、

モデルの構築、普及に向けた独自の取り組みが開始されている。各県の KIT のなかには学校チー

ムや TPK の活動をモニタリングを通じて指導・運営する能力を身につけた人材が育成されつつ

10　ここでいうモデルは①郡・学校がブロックグラントを使い自ら提案した教育活動・事業をコミュニティの参加を得ながら実施

し学校運営を改善すること、また②授業研究を通じて教育・学習プロセスの質を向上すること、を指している。
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ある。

　しかしながら、モデルとしての完成をめざすにあたりいくつかの課題も挙げられる。まず、第

一に、活動の一連のプロセスを把握し運営・管理することのできるキャパシティを備えた KIT
メンバーの人数が、まだ十分でないことである。KIT メンバーは県教育局や BAPPEDA、宗教局

の地方事務所の職員から構成されており、彼らの定期的な転勤は避けることができない。このた

め、現在の各県 1 ～ 2 名程度の規模では、プロジェクト終了後に県が自立的に活動を継続してい

くことは難しい。第二に、学校運営の改善モデルについては、対象地域内すべての学校で実施さ

れ、学校関係者や県関係者の理解が深まっているが、質の向上のアプローチとして採用されてい

る授業研究については、一部の学校の実施から今後どのように広げていくかの具体的な道筋が示

されていない。

４－３　効率性

　（1）活動の達成度

　上記プロジェクトの達成度で述べたとおり、プロジェクトの成果 1（住民の参加を得たア

クションプラン事業の実施）と成果 2（授業プロセスの改善）に関する活動はおおむね順調

に進展している。成果 3［行政側（州・県）の能力強化］については、県教育局が活動の実

施に前向きな姿勢で取り組んでいることから、県教育行政の能力強化は進展している一方で、

州教育局の関与が弱い点が成果の達成に向けた問題点として明らかになっている。州教育局

は一部の研修には参加しているものの、中間レビュー以前のモニタリング活動にはほとんど

参加しておらず、州教育局内で本プロジェクトの活動内容やその意義が広く共有されていな

い状況となっている。今回の中間レビューの現場視察にあたり、ようやく州教育局からの参

加・協力を得られたため、今後残りのプロジェクト期間を通じて州教育局がプロジェクトへ

の理解と関与を深め、非対象県への普及活動に向けてイニシアティブを取ることが期待され

ている。

　（2）投入

　日本側からの投入として、日本人専門家が PDM に沿って計画どおり派遣された。そのタ

イミング、専門性、コミュニケーション能力は適切であった一方で、インタビュー調査を

通じてその投入量の不足が問題点として確認された。特に 2 年次以降に追加された授業研

究に関連する活動について、効果的に実施するためには、日本人専門家の派遣人月（Man 
Month：MM）を増やすべきとの意見が多く挙げられた。

　インドネシア側からの投入に関しては、1・2 年次を通じて州・県政府が負担すべきプロジェ

クト予算が不足するケースがみられた。特に、モニタリング経費の不足によって、州教育局

及び 1 年次における KIT によるモニタリング活動が十分に実施されなかったことが問題とし

て挙げられる。プロジェクト予算に関しては、県レベルでは、3 年次についてはモニタリン

グ経費を含むオペレーションコストだけでなく、ブロックグラントの一部も確保できる見通

しとなっていることから、その改善の兆しがあるといえる。一方、州レベルについては、こ

れまで予算的にも人員的にも期待された関与・投入が得られなかった経験から、3 年次には

これまで以上に C/P のプロジェクトへの積極的な関与が求められる。
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　（3）費用対効果

　本プロジェクトは、過去に JICA が支援した協力案件の成果や人材を活用し、効率的かつ

実用的な技術移転を行っている。例えば REDIP のアクションプラン活動のガイドラインや

SISTTEMS の授業研究ガイドラインの採用が挙げられる。これら過去の案件のガイドライン

を活用することは、新たなガイドラインの作成にかかる時間及び労力の削減につながった。

また、REDIP のサイトのひとつである北スラウェシ州のビトゥン市、SISTTEMS のサイトで

ある東ジャワ州パスルアンを C/P が実際に訪問することで、その経験や効果を直接学び、共

有する機会を得ることができた。特にビトゥン市では実際に REDIP で FC として活動してい

たコンサルタントを講師として招き、REDIP の経験を本プロジェクトの関係者と共有した。

また、SISTTEMS のパートナー大学であったマラン大学の講師が本プロジェクトで実施され

ている授業研究のサイトを訪れ、モニタリングを行うことで、SISTTEMS の知見を活用する

ことを図っている。これらの取り組みは、既存のリソースを有効に活用し、プロジェクトの

有効性・効率性を高めることに大きく貢献している。

４－４　インパクト

　本プロジェクトの上位目標は「南スラウェシ州の教育分野における運営能力とサービスが向上

する。」と設定されている。評価時点において、プロジェクト活動は 2 年次の半ばに差し掛かっ

た段階にあることを考慮すると、上位目標の達成度を図るには時期尚早であるといえる。しかし

ながら、小規模で人材・施設面での整備が遅れている中学校、特にサタップ校 211 や MT 等では、

小額のブロックグラントによる改善効果［地域住民の学校に対する認知度や評価の向上による

生徒数の増加、授業の質の改善や課外授業での全国統一試験（UN）対策による合格者数の増加

など］が発現していることが明らかになった。プロジェクト実施による波及効果としても、県

BAPPEDA が本プロジェクトのボトムアップアプローチを効果的と捉え、BAPPEDA のプランニ

ング・プロセスに活用することを計画している例が挙げられる。

　現在の上位目標は、構築されたモデルが州内の現在の対象地域以外の県・市・郡に普及、適用

され、そのモデルが定着した段階で、初めて実現可能なものである。このため、本プロジェクト

期間中に州政府の関与が深まり、州内普及のファシリテーター役としての州政府の役割が強化さ

れたとしても、州内各県への普及、定着には十分な時間が必要とされることから、上位目標で示

すようなインパクトの発現には、相応の時間がかかるものと想定される。

４－５　自立発展性

　対象県において本プロジェクトの自立発展性が保たれる見込みは十分にあると考えられる。一

方で、州レベルにおけるモデルの自立的な展開は現時点では不確実といえる。政策面及び組織面

に関して、対象 3 県の県教育局では県内の非対象郡に対するプロジェクト活動の普及に対し強い

関与の意志が示されている。しかしながら、州教育局が非対象県への普及に取り組む意思はいま

だ不明確な状況である。

　組織面及び予算面に関しては、県レベルでは 3 年次より各対象県がブロックグラントの一部を

負担することが計画されている。また、バルー県ではブロックグラントに加え、3 年次に非対象

11　インドネシア語で “Satu Atap” ( 一つ屋根の学校 ) と呼ばれる学校で、小学校の校舎を共有する形で小規模な中学校が併設された

学校のことであり、主にへき地に設立されている。
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郡への普及活動を実施するための予算が確保されている。このような前向きな取り組みが確認さ

れたものの、県政府が予算面において完全に独立してプロジェクト活動を実施できるようになる

までには一定の時間が必要と考えられる。さらに、本プロジェクトの県レベルの C/P チームとし

て形成された KIT の機能を県教育局の構造に内在化させるプロセスも必要である。一方、州レ

ベルについては、予算面の自立発展性は不明確である。

　技術面に関しては、中学校及び TPK レベルでは自立的に活動が実施されているケースが多く

確認された。対象県における人材の能力も徐々に強化されつつあることが確認されている。しか

し、今後モデルが自立的に発展、普及していくには、質・量両面において更なる人材育成が求め

られる。また、将来的に他県にモデルを展開していくためには、州レベルにおいてプロジェクト

の内容を理解し、モデルの普及に主体的に取り組む人材を確保することが不可欠である。
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第５章　教訓、提言及び今後の展開

５－１　教訓

　（1）学校間格差の解消に対するモデルの有効性

　本プロジェクトは、公立校・私立校・宗教学校・小学校併設校（サタップ校）を問わず、

平等に扱うことによって、地域の中学校教育全体の底上げをめざしている。教育省による

BOS や南スラウェシ州による無償教育プログラムの学校交付金は、生徒数によって金額が

決まるため、もともと施設面で貧弱な小規模校が受け取ることのできる交付金額は少なく、

学校間格差を広げる要因となっている。一方で、プロジェクトでは、学校の規模によらず 2,000
万ルピアを基礎交付額とし、それに生徒数などの要因を加味した配分を行っており、へき地

に存在することの多い小規模校や小学校併設校でも、学校改善や創造的な活動を通して、明

確な変化を生み出すことができるようになっている。目に見える変化が現れることによって、

保護者や地域社会が、小規模校であっても、質の伴った教育を提供できているとの認識をも

つようになり、子どもを学校に送るようになったとのケースが報告されている。また、今回

の調査においても、プロジェクトが支援した補習授業や家庭訪問による家庭学習の促進を通

して、中学校卒業試験の合格率が飛躍的に伸びた宗教学校があったことも明らかとなった。

　（2）学校間の協力関係の醸成に対するモデルの有効性

　プロジェクトでは、郡教育開発チーム（TPK）を設立し、その活動のひとつとして郡レベ

ルの教科別現職教員研修会（MGMP）及び校長会（MKKS）を立ち上げることで、郡内のす

べての学校（公立、私立、普通校、宗教校）を含んだ活動を展開している。従来の MGMP は、

県レベルで実施され、公立校の一部の教師しか参加できず、校長会も普通校と宗教校で異な

る集まりになっていたが、このモデルで、郡内の学校の交流・協力が促進されている。例え

ば、郡の MGMP で授業案を共同で作成して共有したり、公開授業を行ったりすることで教

員が自信を得たなどの例が報告されている。特に私立の宗教学校など、これまで他校との関

係がなく、政府からの支援が限られていた学校で、大きなインパクトがみられている。

　（3）ニーズに基づいた学校運営に対するモデルの有効性

　プロジェクトでは、教育課題の丁寧な分析を含むアクションプランの質を重視している。

これらのアクションプランは、学校・コミュニティの問題やニーズとの関連性を中心に、

KIT とプロジェクト専門家によって審査される。このようにして、アクションプランづくり

とその審査プロセスを通して、学校と TPK は、自分達の学校や地域の教育改善に対する真

のニーズを見つけ出し、ニーズに基づいた学校運営活動を行えるようになっている。また県

政府にとっても、学校に対してどのように支援すればよいのかが明らかになったと評価され

ている。

　（4）モデルの導入の容易性

　アクションプラン事業は、関係者が容易に理解でき、また導入しやすいという特徴がある。

啓発ワークショップ、計画策定、プロポーザル作成、活動実施、モニタリング、報告書作成

という明確なステップがあり、それぞれの段階でモニタリングや技術支援が行われている。
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学校と TPK は、1 年半の経験で、その基本的な考え方や技術を会得することができた。一方、

授業研究の導入は多くの学校にとって容易ではないため、第３年次には授業研究のファシリ

テーターの育成に集中するなど、普及のための方策を検討していく必要がある。

５－２　提言

　５－２－１　モデルの完成のための提言

　　（1）普及可能な授業研究モデルの構築

　自律的学校運営のモデルはこれまでの他地域での経験を用いつつ、本プロジェクト対象

地域でも確立されつつあるといってよい。一方で、2008 年 12 月から開始した授業研究に

ついては、その対象地域が限定的であり、より広い地域で運用・普及が可能なモデルの開

発はまだ試行錯誤の段階である。授業研究の対象校以外の学校の教師も、ファシリテーター

研修などに参加はしているものの、実際に自分の学校や地域で導入することはできないで

いる。つまり少々の知識やハンドブックだけでは、現在の授業研究は普及できないのであ

る。県内の普及や県外の展開を考えていくにあたって、より簡易な形の授業研究のあり方

が必要とされよう。

　JICA の他の協力事業と比較して本プロジェクトがユニークな点は、①自律的学校運営

と授業研究の相乗効果が期待（あるいは検証）できること、②全校型授業研究と MGMP
型（郡レベル）の授業研究の相乗効果が期待（あるいは検証）できることである。学校が、

民主的で参加型の学校運営をしていれば、教師間の対等な協力関係を必要とする授業研究

を実施するよい素地になると考えられる。プロジェクトとして、学校運営改善と質の改善

の統合モデルを示していくことが期待される。

　　（2）　住民参加の促進

　これまでのインドネシアの学校運営改善プロジェクトと比較して、本プロジェクトで 
は、学校や TPK 活動への住民参加がやや弱いと見受けられる。その理由の 1 つは、無償

教育プログラムのメッセージが、「学校や地域社会に協力を求めてはいけない」というメッ

セージに転換されて伝わり、その結果、学校は、保護者や地域社会にどのように協力を求

めればよいのかわからない、という状況があることである。もう 1 つの理由としては、こ

のプロジェクトで新たに設立された学校チーム 12 には、住民のメンバーが少なかったた

めに、住民の意見が反映されにくい状況があったことである。

　学校や TPK は、学校と地域社会の距離感を問題視しているものの、どのように地域社

会に働き掛けるのがよいのかわからない、という声が本調査においても多く聞かれた。州

の教育局が、さまざまなメディアを活用して、無償教育プログラムにおける住民参加の位

置づけをよりわかりやすく説明しなおすことがまず必要である。さらに、プロジェクトか

らより具体的な提案（例えば、学校チームに占める住民メンバーを増やす、具体的な活動

案を提示するなど）を学校チームに行っていくことも必要であろう。

12　既に設立されている学校委員会は、校長を含まないことになっているため、校長を含む学校関係者と住民が協働する組織の設

置が必要とされた。
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　　（3）プロジェクトのモデルの強みの明確化

　プロジェクトは、教育省による BOS や南スラウェシ州による無償教育プログラムと並

行して、実施されている。これらのプログラムの交付金は、重複するものではなく、相互

補完的に多様な学校のニーズに対応するよう、使われている。これらのプログラムのメカ

ニズムや手続き、さらにはインパクトについて相違点を明確にすることによって、これら

のプログラムを県が有効に活用あるいは導入していくことが可能になると考えられる。

　５－２－２　州・県政策へのモデルの取り込みのための提言

　　（1）モデルの普及における州の役割の明確化

　地方分権化された教育制度の下であっても、県の教育局に対する州の教育局の影響力は

小さくない。県の教育プログラムの方向性を認め、そして効果的なモデルや良い実践の情

報共有を行ううえで、州の果たす役割は大きい。本プロジェクトにおいても、州がこのモ

デルをどのように認識し、評価するかは、対象県内の普及、あるいはその他の県への普及

に大きく影響するものである。従って、残りのプロジェクト期間において州がより深くプ

ロジェクトにかかわることは必要不可欠である。そのためにも、プロジェクトとしては、

非対象県に対する普及ワークショップの州との共同開催などを通して、州の役割の明確化

を図っていくことが求められる。

　　（2）モデルの州教育プログラムへの統合

　南スラウェシ州は 9 年間の義務教育の達成にコミットしており、これまで住民からの

協力で支えられていた、教員とスタッフの給与を県・州政府がカバーすることを目的に、

2008 年より無償教育プログラムを実施している。一方で、教育省は 2010 年度以降、教師

の給与を、資格に基づいて規定どおり支払うことにしている。このため、州の教育局から

も、もし正式な給与の支払いが行われれば、無償教育プログラムで教員の給与や手当ての

補填をする必要がないため、このプログラムの費目を見直すこともありうる、との説明が

あった。プロジェクトから得られる良い経験や効果的な活動は、この無償教育プログラム

をより進化させて展開させていくのに活用できる可能性がある。プロジェクトは、この無

償教育プログラムを検証したうえで、モデルをどのように統合していくことが可能なのか

を検討していくことが期待される。

　　（3）モデルの県政策への統合のための支援

　中間レビューにおいては、有効性が認められればモデルを県の教育プログラムとして活

用していくとの認識を対象県のすべてが示した。県がこのモデルの意義やインパクトを理

解できるよう、プロジェクトが実施する予定のエンドライン調査を、県の BAPPEDA や、

教育局、また宗教省の県事務局などと共同で実施し、彼らの政策決定を支援するような情

報や教訓の整理を行うことが望ましい。県政府がこのモデルを、より持続的な形で実施す

るには、例えば、県予算の確保、県別の手続きの明確化や、県の実施要項の策定、さらに

は広い地域で実施する際に必要なファシリテーターの育成など、まだ多くのステップが必

要である。プロジェクトは、県が自立に向けて動き始めるタイミングを逃さず、その自立

のための支援を少しずつ進めていくことが期待される。
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　　（4）モデルの持続性の確立と普及のための支援の継続

　当初のプロジェクト目標は、プロジェクト期間内に達成見込みである。しかしながら、

県におけるモデルの持続性と、州内の普及を図るためには、プロジェクト期間を超えた支

援が必要と考えられる。一方で、州内の普及を図るためには、州のイニシアティブが不可

欠なことから、州教育局が本モデルの州内普及に向けた取り組みを本格化したことが確認

された場合には、支援継続を検討することを提案する。

　５－２－３　ＰＤＭの改訂

　現在の状況に合わせて PDM の活動、成果の見直しを行うことを提案する。さらに上位目標 
や、指標のなかで一部適切でないものについても見直し、JCC での承認を得て改訂することが

望ましい。

５－３　今後の展開

　上記教訓と提言を受け、プロジェクトは州教育局及び宗教局との連携を密に行い、州の役割を

明確にする。また、PDM をより現実なものとするための改定を行う。また、3 年次の活動に関

しては東部インドネシア地域開発プログラムの目的のひとつでもあるスラウェシ域内の他州への

経験の共有を行う活動を行い、アプローチ手法や学校運営改善手法を広めることが必要である。
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２　プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM0）
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３　質問票（日・英）
　３－１ 日本専門家への質問票  

質 問 票 

南スラウェシ州前期中等教育改善計画プロジェクトの中間レビュー調査に係るアンケート調査を実

施させていただきます。下記の質問につき、ご解答いただきますようご協力お願い申し上げます。 

お名前：                          

ご担当分野：                     

---------------------------------------------------------------------------------- 

【プロジェクトの実施プロセスについて】 

1. ご自身の担当する活動は計画通りに進みましたか？ 

a) はい / いいえ 

b) いいえの場合：理由をお答え下さい。 

 

2. プロジェクトのマネジメント体制は適切に機能していますか？ 

a) 各項目について、“はい（Y）”、または “いいえ（N）” でお答え下さい。 

また、理由やその他コメントがありましたらご記入下さい。 

 Y or N 理由・コメント 

モニタリング   

意思決定プロセス   

JICA とのコミュニ

ケーション 
  

C/P とのコミュニ

ケーション 
  

その他コメント ―  

 

3. 専門家による技術移転の内容・方法などは適切だと思われますか？ 

a) はい / いいえ 

b) いいえの場合：どのように適切でないか、また改善点があればご説明下さい。 

 

４．プロジェクトの実施に係る重大な事項、又は外部条件の変化はありましたか？ 

a) はい / いいえ 

b) はいの場合：重大な事項、または外部条件の変化についてご説明下さい。 

 

【妥当性と計画について】 

1．プロジェクトの方向性とインドネシア国の教育開発政策は整合性が取れていると考えますか？  

a) はい / いいえ 

b) いいえの場合：理由をお答え下さい。 

 

2．事前評価以降、対象県における教育ニーズに変更はないですか？ 

a) はい / いいえ 
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b) いいえの場合：どのように変更したかお答え下さい。 

【プロジェクトの有効性について】 

1. プロジェクトの成果は PDM に照らし順調に達成されていますか？ 

a) はい / いいえ 

b) その理由をお答え下さい。 

 

2.プロジェクト終了時（2010 年 11 月）までに、「対象県において前期中等教育の質・量・マネジメントの

総合改善モデルが構成」されると思いますか？ 

a) はい / いいえ 

b) はいの場合：プロジェクト目標達成を促進する要因があればご説明下さい。 

c) いいえの場合：理由または目標達成を阻害する要因についてお答え下さい。 

 

【プロジェクトの効率性について】 

1. アウトプットの達成において投入は適切でしたか？ 

a) 各項目について、下記枠内に “はい（Y）”、または“いいえ（N）”でお答え下さい。 

また、理由やその他コメントがありましたらご記入下さい。 

 
専門性 

Y or N 

人数 

Y or N 

タイミング

Y or N 
理由・コメント 

日本人専門家     

イ国側 C/P     

 

 
質 

Y or N 

量 

Y or N 

タイミング

Y or N 
理由・コメント 

日本側供与 

機材 
    

イ国側施設・

機材提供 
    

イ国側コスト

負担 
    

 

  2． プロジェクト実施にあたり、既存のリソースや施設・経験などが有効活用されていますか？ 

    a) はい / いいえ 

b) はいの場合： 活用例とその効果をお答え下さい。 

 

 

 【プロジェクトのインパクトについて】 

1. 2015 年までに、「南スラウェシ州の教育分野における運営能力とサービスが向上する」と思われます

か？ 

a) はい / いいえ 

b) その理由についてお答え下さい。 
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2. プロジェクト実施による波及効果についてお答え下さい。 

 a) プロジェクト実施によるプラスのインパクト 

b) プロジェクト実施によるマイナスのインパクト 

 

【自立発展性について】 

1. 将来対象県が自立的に PRIMA Pendidikan を実施し、非対象県への普及を目指す上で克服すべ

き課題（組織面、財政面、技術面）はありますか？ 

 a) 各項目について、下記枠内に “はい（Y）”、または“いいえ（N）” でお答え下さい。 

b) いいえの場合、課題およびその対処方法についてお答え下さい。 

克服すべき課題は

あるか？ 
Y or N 課題および対処方法 

政策・制度面   

組織・財政面   

技術面   

 

 

【その他】今回の中間レビューに際して、コメント･提案があればご記入下さい。 

 

 

 

以上 

お忙しい中、ご協力いただき有難うございました。 
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　３－２ カウンターパートへの質問票

 
Questionnaire to Provincial Education Office 

 
We will appreciate your cooperation in filling out this questionnaire related to the Mid-term review on  

“Project on the Integrated Plan for Junior Secondary Education Improvement in South Sulawesi” 

conducted by JICA. 

 

Please provide the following information: 
Name：                         Position：                        

--------------------------------------------------------------------------------- 

Please answer the question below: 

 

[Questions concerning Relevance] 

1. Do you think that the Project is consistent with Indonesian National Policy or Strategy on Education? 

(a) Yes /  No     

(b) If no, please explain how it is not consistent. 

 

2. Do you think that the Project is consistent with the needs of the target districts? 

(a) Yes /  No     

(b) If no, please explain how it is not consistent. 

 

[Questions concerning Effectiveness] 

1. Do you think that three outputs of the Project have been preceded with reference to PDM? 

  Please answer “Yes” or “No”. If no, please describe the difficulties and challenges. 

   1-1. Community participation for JSE schooling is promoted. 

(a) Yes /  No     (b)  If no, please describe the difficulties.  

 

1-2. Lessons with needs based teaching-learning process are implemented in the target JES. 

(a) Yes /  No     (b)  If no, please describe the difficulties.  

 

1-3. Educational officers in district and provincial government will develop capacity to manage and 

administrate education improvement activities with clear and responsibility.  . 

(a) Yes /  No     (b)  If no, please describe the difficulties.  

   

2.  Do you think that the Project Purpose “A model for Integrated Junior Secondary Education 

improvement in terms of quantity and management will be developed in the target districts” is 

achieved by the end of the Project (Nov. 2010)? 
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(a) Yes /  No     

(b)  If yes, please explain factors to promote achievement of the Project Purpose.  

(c)   If no, please explain factors to prevent achievement of the Project Purpose.  

 

3. What is the role and responsibilities of Provincial Education Office in implementing the Project? Do 

you feel any difficulties to take responsibilities?  

 

 

[Questions concerning Efficiency] 

1. Has the input been appropriately provided to implement activities?  

 

(a) Please answer “Yes(Y)” or “No(N)” for each items in the box below. 

Input 
Expertise 

Y or N 

Number 

Y or N 

Length

Y or N 

Timing

Y or N
If no, please explain the problems. 

Japanese 

Expert 
  

 
  

C/Ps      

Field 

Consultants 
  

 
  

 

Input 
Number 

Y or N 

Quality 

Y or N 

Timing 

Y or N 
If no, please explain the problems. 

Training provided by 

Project team 
    

Training provided by KIT     

Training provided by

exchange program 
    

 
(b) Do you thinｋ that operational cost allocated by Indonesia is enough?  

   Yes/No   If no, please explain the current situation of cost allocation. 

 

2. If you have any suggestions / request regarding input, please explain. 

 

 

[Questions concerning Impact] 

1. Do you think that the Overall Goal “Management capacity and service delivery in the education sector 

in South Sulawesi Province is improved” will be achieved by 2015? 

(a) Yes /  No     

(b)  If yes, please explain factors to promote achievement of the Project Purpose.  

(c)   If no, please explain factors to prevent achievement of the Project Purpose.  
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2. Were there any unexpected positive impact produced by the Project? 

(a) Yes /  No     

(b) If yes, please explain the impact and its repercussion effect. 

 

3. Were there any unexpected negative impact produced by the Project? 

(a) Yes /  No     

(b) If yes, please explain the impact and its repercussion effect. 

 

 

[Questions concerning Sustainability] 

1. Are there any issues which have to be resolved to assure the sustainability of the Project from the 

following perspective. Please answer YES (Y) or NO (N). If yes, please explain those issues and its 

measures. 

(a) Do you have any policy to duplicate this type of model to non target district? 

       Yes /  No    If yes, please explain the issues and measures. 

  

(b) Policy and institutional aspect 

 Yes /  No    If yes, please explain the issues and measures.  

 

    (c) Organizational and budgetary aspect 

Yes /  No    If yes, please explain the issues and measures.  

 

(d) Technical aspect 

Yes /  No    If yes, please explain the issues and measures.  

 

 

Thank you for your corporation! 
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Questionnaire to District Education Office / KIT Members  
 
We will appreciate your cooperation in filling out this questionnaire related to the Mid-term review on  

“Integrated Plan for Junior Secondary Education Improvement in South Sulawesi” conducted by JICA. 

Please provide the following information: 
Name：                         Position：                        

Job /Responsibility in the Project:                                     

--------------------------------------------------------------------------------- 

Please answer the question below: 

 

[Implementation Process] 

1. For the project activities, do you think that the planned activities were carried out smoothly? 

 (a) Yes  /  No 

 (b) If no, please explain the difficulties. 

 

2. Do you think that the current Project management system has been functioning well? 

 Y or N If no, please explain the problems. 

Monitoring   

Decision Making   

Communication with   

Project team 
  

Communication with 

Provincial Education Office 
  

Communication with TPK   

Communication with Schools   

＊If you have any suggestions / request to further improve to the Project management, please explain.  

 
3. Do you think that District Education Office/ KIT has taken initiatives in implementing the Project 

activities? 

(a) Yes  /  No 

 (b) If no, please explain the difficulties. 

 (c) If you have any suggestions / request to further improve the Project implementation, please explain. 

 

[Questions concerning Relevance] 

1. Do you think that the Project is consistent with Indonesian National Policy or Strategies on Education? 

(c) Yes /  No     

(d) If no, please explain how it is not consistent. 
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2. Do you think that the selections of target sub-districts as well as schools are appropriate? 

(a) Yes /  No     

(b) If no, please explain the reasons. 

 

3.  Do you think that the Project is consistent with the needs of your districts? 

(a) Yes /  No     

(b) If no, please explain how it is not consistent. 

 

[Questions concerning Effectiveness] 

1. Do you think that three outputs of the Project have been preceded with reference to PDM? 

  Please answer “Yes” or “No”. If no, please describe the difficulties and challenges. 

   1-1. Community participation for JSE schooling is promoted. 

(a) Yes /  No    (b)  If no, please describe the difficulties.  

1-2. Lessons with needs based teaching-learning process are implemented in the target JES. 

(a) Yes /  No    (b)  If no, please describe the difficulties.  

1-3. Educational officers in district and provincial government will develop capacity to manage and 

administrate education improvement activities with clear and responsibility.  . 

(a) Yes /  No    (b)  If no, please describe the difficulties.  

 

2.  Do you think that the Project Purpose “A model for Integrated Junior Secondary Education 

improvement in terms of quantity and management will be developed in the target districts” will be 

achieved by the end of the Project (Nov. 2010)? 

(a) Yes /  No     

(b)  If yes, please explain factors to promote achievement of the Project Purpose.  

(c)  If no, please explain factors to prevent achievement of the Project Purpose.  

 

[Questions concerning Efficiency] 

1. Has the input been appropriately provided to implement activities?  

(a) Please answer “Yes(Y)” or “No(N)” for each items in the box below. 

Input 
Expertise

Y or N 

Number 

Y or N 

Length

Y or N 

Timing

Y or N
If no, please explain the problems. 

Japanese Expert      

C/Ps      

Field 

Consultants 
  

 
  

 

Input 
Number 

Y or N 

Quality 

Y or N 

Timing 

Y or N 
If no, please explain the problems. 
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Training provided by 

Project Team 
    

Training provided by KIT     

Training provided by 

Exchange Program 
    

 

(b) Do you thinｋ that operational cost allocated by Indonesia is enough?  

   Yes/No   If no, please explain the current situation of cost allocation. 

 

2. If you have any suggestions / request regarding input, please explain. 

 

[Questions concerning Impact] 
1. Do you think that the Overall Goal “Management capacity and service delivery in the education sector 

in South Sulawesi Province is improved” will be achieved by 2015? 

(a) Yes /  No     

(b)  If yes, please explain factors to promote achievement of the Project Purpose.  

(c)   If no, please explain factors to prevent achievement of the Project Purpose.  

 

2. Were there any unexpected positive impact produced by the Project? 

(a) Yes /  No    (b) If yes, please explain the impact and its repercussion effect. 

 

3. Were there any unexpected negative impact produced by the Project? 

(a) Yes /  No    (b) If yes, please explain the impact and its repercussion effect. 

 
[Questions concerning Sustainability] 

1. Are there any issues which have to be resolved to assure the sustainability of the Project from the 

following perspective. Please answer YES (Y) or NO (N). If yes, please explain those issues and its 

measures. 

   (a) Do you have any policy to duplicate this type of model to non target district? 

Yes /  No    If yes, please explain the issues and measures. 

(b) Policy and institutional aspect 

 Yes /  No    If yes, please explain the issues and measures.  

    (c) Organizational and budgetary aspect 

Yes /  No    If yes, please explain the issues and measures.  

(d) Technical aspect 

Yes /  No    If yes, please explain the issues and measures.  

 

Thank you for your corporation! 
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４　その他資料
　４－１　投入実績

 
 

 
１．日本人専門家 

MM 
名前（ポジション） 1 年次 (2007 年 12

月～08 年 7 月) 
2 年次途中 (2008
年 9 月～09 年 5 月 合計 (実績)

豊間根 則道 （総括/教育計画

/社会開発） 
予定： 2.6 
実績： 2.6 実績： 2.9 実績： 5.5 

田中 清文 （地方教育行政/マ
イクロプランニング） 

予定： 3.4 
実績： 3.4 実績： 1.7 実績： 5.1 

佐久間 美穂 （教育統計/イン

パクト調査） 
予定： 1.5 
実績： 1.5 実績： 1.25 実績： 2.75 

田中 紳一郎 （コミュニティ開

発） 
予定： 2.07 
実績： 2.07 実績： 1.83 実績： 3.9 

安倍 士 (アクションプラン事業

管理/住民組織開発) 
予定： 5.5 
実績： 5.5 実績： 2.5 実績： 8.0 

久須美 晴代 （学校運営） 予定： 1.5 
実績： 1.5 実績： 1.8 実績： 3.3 

田中 義隆 （教員研修） 予定： 4.0 
実績： 4.0 実績： 3.2 実績： 7.2 

八田 早恵子 (保健教育) 予定： 1.7 
実績： 1.7 実績： 1.77 実績： 3.47 

高澤 直美 (授業研究) － 実績： 1.5 実績： 1.5 

合計 予定： 22.27 
実績： 22.27 実績： 18.45 実績：40.72 

 

２．機材供与リスト 

機材 主な仕様（用途） 台 数 備 考 

プロジェクター 東芝 TDP-XC2000 1  

プロジェクタースクリーン Focus/Tripod Screen 1  

コピー機 Xerox Document Center 236DC 1  

パソコン（デスクトップ） Acer Asphire M3600 (15”) 1  

パソコン（デスクトップ） Acer Asphire M5630 (19”) 2  

ノートブック Toshiba Satellite A215-S4747 1  

ノートブック Toshiba Satellite L200-A410 6 県ﾌｨｰﾙﾄﾞ･ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 

ノートブック Toshiba Satellite L200-D4 401D 1  

ノートブック Toshiba Satellite L200 1  

カラープリンター HP Color Laserjet2650  1  

プリンター HP LaserJet 1020 3 県ﾌｨｰﾙﾄﾞ･ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 

デジタルカメラ Canon Ixus 75 3 県ﾌｨｰﾙﾄﾞ･ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 

フリップチャート台 GM (90cm x 120cｍ) 3 県ﾌｨｰﾙﾄﾞ･ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 

ホワイトボード  3 県ﾌｨｰﾙﾄﾞ･ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 
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ソフトウェア Microsoft Office 2003 Pro. 
Norton Antivirus 2007 12 事務所用 

県ﾌｨｰﾙﾄﾞ･ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 

スキャナー Canon 8800F 1  

UPS ICA 3200VA (CT1682B) 2  
スタビライザー Minomoto SM 3000 1  

電話／ファックス器 Panasonic KX-FP701 1  

LAN 対応 HDD Buffalo Link Station Pro 500GB 1  

外付 HDD MyBook Premium Edition 500GB 1  

エアコン Sharp AH/AU AP 9 JHL/JLY 1  

携帯電話 Nokia 3230 10  

 

３．州および県のフィールドコンサルタント（FC） 

名前 役職 

Endriyani Widyastuti 州 FC 

Abdullah Rahim HJ. BA バル県 FC 

Bahtiar, Drs バル県 FC 

Agung Nugroho, ST ジェネポント県 FC 

Widiyastuti ジェネポント県 FC 

Drs. Panessai Sir ワジョ県 FC 

Drs. Syupriadi Mujibu ワジョ県 FC 

Bakri, ST ワジョ県 FC 
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　４－２　州 /県政府によるプロジェクト予算の確保に関する計画
　　　　　（調査におけるインタビューによる）

 
 

 

州 / 県 金額 （ルピア） 暦年 目的 

100 百万 2008 オペレーションコスト (計画) 州 

75 百万 2009 3 ドナーによる支援プロジェクト向けオペ

レーションコスト（計画） 

100 百万 2008 オペレーションコスト 

180 百万 2009 非対象郡へのソーシャリゼーション（計

画） 

バルー県  

55 百万 2009 第 3 年次ブロックグラント（計画） 

50 百万 2008 オペレーションコスト ジェネポント県 

100 百万 2009 オペレーションコスト・第 3 年次ブロックグ

ラント（計画） 

50 百万 2008 オペレーションコスト ワジョ県 

112 百万 2009 第 3 年次ブロックグラント（計画） 
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　４－３　啓発活動と研修の実績

 
 
 
 

 

会合名 開催地 開催日 

普及活動 

バルー県 2008 年 1 月 22 日 
ジェネポント県 2008 年 1 月 25 日 

PRIMA-P 啓発ワークショッ

プ（第 1 年次） 

ワジョ県 2008 年 1 月 29 日 
バルー県 2008 年 6 月 19 日 
ジェネポント県 2008 年 6 月 17 日 

第 1 年次成果評価会（県レビ

ュー・ワークショップ） 

ワジョ県 2008 年 6 月 12 日 
第 1 回州ワークショップ マカッサル 2008 年 7 月 22 日 

バルー県 2008 年 8 月 28 日 
ジェネポント県（3 グループに分

けて実施） 
2008 年 8 月 28・29・30 日 

PRIMA-P 啓発ワークショッ

プ（第 2 年次）（第 1 回）（KIT
が独自に実施） 

ワジョ県（2 回に分けて実施） 2008 年 8 月 27 日、9 月 25 日

バルー県 2008 年 10 月 15 日 
ジェネポント県（2 グループに分

けて実施） 
2008 年 10 月 16 日 

PRIMA-P 啓発ワークショッ

プ（第 2 年次）（第 2 回）（第

2 年次のアクションプラン研

修を兼ねる） ワジョ県 2008 年 10 月 14 日 
バルー県 2008 年 11 月 20 日 
ジェネポント県 2008 年 11 月 24 日 

授業研究啓発ワークショップ 

ワジョ県 2008 年 11 月 25 日 
SOfEI主催のドナー合同モニタ

リング(州 BAPPEDAも参加) 
ジェネポントの授業研究視察 2009 年 3 月 11 日 

第 1 回州レベル普及準備会合 マカッサル 2009 年 3 月 10 日 
バルー県 2009 年 3 月 30 日 
ジェネポント県 2009 年 3 月 25 日 

州無償教育プログラム啓発ワ

ークショップ（州教育局主催） 

ワジョ県 2009 年 4 月 2 日 
第 2 回州レベル普及準備会合 マカッサル 2009 年 5 月 11 日 

バルー県 2009 年 6 月 29 日（予定） 
ジェネポント県 2009 年 7 月 1 日（予定） 

PRIMA-P 啓発ワークショッ

プ（第 3 サイクル）（アクショ

ン・プラン研修を兼ねる） ワジョ県 2009 年 6 月 30 日（予定） 
バルー県 2009 年 7 月 21 日（予定） 
ジェネポント県 2009 年 7 月 16 日（予定） 

授業研究成果評価・普及ワー

クショップ 

ワジョ県 2009 年 7 月 22 日（予定） 
第 2 回州ワークショップ マカッサル 2008 年 7 月 24 日（予定） 

研修・講習 

マスタートレーナー研修 マカッサル 2008 年 1 月 15 日−16 日 
バルー県 2008 年 1 月 31 日－2 月 1 日

ジェネポント県 2008 年 2 月 5 日−6 日 
アクションプラン研修（第 1
サイクル） 

ワジョ県(2 グループに分けて実施) 2008 年 2 月 12-13､14-15 日

バルー県 2008 年 3 月 17 日 
ジェネポント県（2 グループに分け

て実施） 
2008 年 3 月 12 日、13 日 

第 1 回アクションプラン会計

研修 

ワジョ県（2 グループに分けて実施） 2008 年 3 月 18 日、19 日 
アクションプラン・モニタリ

ング研修 
マカッサル 2008 年 4 月 15 日 

バルー県 2008 年 4 月 28 日 
ジェネポント県（2 グループに分け

て実施） 
2008 年 4 月 23 日、24 日 

学習プロセスに関する啓発ワ

ークショップ 

ワジョ県（2 グループに分けて実施） 2008 年 4 月 29 日、30 日 
バルー県 2008 年 5 月 28 日 
ジェネポント県 2008 年 5 月 26 日 

第 2 回アクションプラン会計

研修 
ワジョ県 2008 年 5 月 29 日 

技術交換事業（第 1 年次） 北スラウェシ州ビトゥン市視察 2008 年 6 月 23 日—26 日 
第 1 回授業研究ファシリテー

ター研修（授業研究活動の技

術交換事業を兼ねる） 

東ジャワ州パスルアン県視察 2008 年 12 月 4 日—7 日 

フィールドコンサルタント対

象ファシリテーション研修 
マカッサル 2008 年 12 月 19 日 

バルー県 2009 年 1 月 13 日 
ジェネポント県 2009 年 1 月 12 日 

第 2 回授業研究ファシリター

ター研修 
ワジョ県 2009 年 1 月 14 日 
バルー県 2009 年 2 月 2 日 
ジェネポント県 2009 年 1 月 31 日 

第 3 回授業研究ファシリター

ター研修 
ワジョ県 2009 年 2 月 3 日 

技術交換事業（第 2 年次） ワジョ県視察 2009 年 2 月 17 日−19 日 
バルー県 2009 年 3 月 3 日 
ジェネポント県 2009 年 3 月 2 日 

第 4 回授業研究ファシリター

ター研修 
ワジョ県 2009 年 3 月 4 日 
バルー県 2009 年 4 月 7 日 
ジェネポント県 2009 年 4 月 6 日 

第 5 回授業研究ファシリター

ター研修 
ワジョ県 2009 年 4 月 8 日 
バルー県 2009 年 5 月 6 日 
ジェネポント県 2009 年 5 月 7 日 

第 3 回アクションプラン会計

研修 
ワジョ県 2009 年 5 月 5 日 
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研修・講習 

マスタートレーナー研修 マカッサル 2008 年 1 月 15 日−16 日 
バルー県 2008 年 1 月 31 日－2 月 1 日

ジェネポント県 2008 年 2 月 5 日−6 日 
アクションプラン研修（第 1
サイクル） 

ワジョ県(2 グループに分けて実施) 2008 年 2 月 12-13､14-15 日

バルー県 2008 年 3 月 17 日 
ジェネポント県（2 グループに分け

て実施） 
2008 年 3 月 12 日、13 日 

第 1 回アクションプラン会計

研修 

ワジョ県（2 グループに分けて実施） 2008 年 3 月 18 日、19 日 
アクションプラン・モニタリ

ング研修 
マカッサル 2008 年 4 月 15 日 

バルー県 2008 年 4 月 28 日 
ジェネポント県（2 グループに分け

て実施） 
2008 年 4 月 23 日、24 日 

学習プロセスに関する啓発ワ

ークショップ 

ワジョ県（2 グループに分けて実施） 2008 年 4 月 29 日、30 日 
バルー県 2008 年 5 月 28 日 
ジェネポント県 2008 年 5 月 26 日 

第 2 回アクションプラン会計

研修 
ワジョ県 2008 年 5 月 29 日 

技術交換事業（第 1 年次） 北スラウェシ州ビトゥン市視察 2008 年 6 月 23 日—26 日 
第 1 回授業研究ファシリテー

ター研修（授業研究活動の技

術交換事業を兼ねる） 

東ジャワ州パスルアン県視察 2008 年 12 月 4 日—7 日 

フィールドコンサルタント対

象ファシリテーション研修 
マカッサル 2008 年 12 月 19 日 

バルー県 2009 年 1 月 13 日 
ジェネポント県 2009 年 1 月 12 日 

第 2 回授業研究ファシリター

ター研修 
ワジョ県 2009 年 1 月 14 日 
バルー県 2009 年 2 月 2 日 
ジェネポント県 2009 年 1 月 31 日 

第 3 回授業研究ファシリター

ター研修 
ワジョ県 2009 年 2 月 3 日 

技術交換事業（第 2 年次） ワジョ県視察 2009 年 2 月 17 日−19 日 
バルー県 2009 年 3 月 3 日 
ジェネポント県 2009 年 3 月 2 日 

第 4 回授業研究ファシリター

ター研修 
ワジョ県 2009 年 3 月 4 日 
バルー県 2009 年 4 月 7 日 
ジェネポント県 2009 年 4 月 6 日 

第 5 回授業研究ファシリター

ター研修 
ワジョ県 2009 年 4 月 8 日 
バルー県 2009 年 5 月 6 日 
ジェネポント県 2009 年 5 月 7 日 

第 3 回アクションプラン会計

研修 
ワジョ県 2009 年 5 月 5 日 
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